
人権教育に関する特色ある実践事例 

 

基準の観点 
学校全体として人権尊重の視点に立った学校づくりが組織的かつ効

果的に進められている実践事例 

 

１．基本情報 

○都道府県名及び市町村名  

北海道広尾郡大樹町 

○学校名 

北海道大樹高等学校 

○学校のＵＲＬ 

http://www.taiki.hokkaido-c.ed.jp 

 

２．学校紹介 

○学級数 

【普通科】各学年２学級 

○児童生徒数 

【全校生徒】１４６人（平成２４年１０月２５日現在） 

（内訳：１学年５１人、２学年４９人、３学年４６人） 

○学校の教育目標、人権教育に関する目標など 

【学校の教育目標】 
「健やかな身体と豊かな心を持ち、自ら学ぶ人間に育てる」 

・豊かな感受性と確かな学力を持ち、広い視野に立って判断し実践できる人を育

成する。 

・自ら求めて学び、主体的・創造的に自己の向上を図る強い意志を育てる。 

・基本的生活習慣を身につけ、スポーツに励んで自己の健康増進に努める習慣を

身につけさせる。 

・豊かな心を育み、自制心を養い、他人の気持ちや立場を理解し、個人の尊厳を

重んじさせる。 
【人権教育に関する目標】 
｢自分の大切さと共に他人の大切さを認めることができる生徒の育成｣ 

・人間としての在り方生き方の自覚を深める。 

・コミュニケーションスキルの育成を図る。  

○人権教育にかかる取組の全体概要 

○ 各教科の特質に応じた人権教育に関わる教科指導の在り方 

人権教育に関する目標の達成のために、人権教育を推進している学校への視

察などを通して、道内外の学校の実践を収集、分析するとともに、教科・科

目の公開授業及び授業研究会を実施し、人権感覚を涵養するための教材や指



導内容、指導方法等について研究する。また、授業後のアンケート等を活用

するなど生徒の変容を把握し、教材等の検証を行う。これらの研究の成果は、

報告書としてまとめるとともに、各種研究会での発表やＷｅｂページに掲載

するなどして、研究成果を広く公表する。 

○ 学校行事やホームルーム活動等を通して、望ましい人間関係の形成及び人

間としての在り方生き方についての自覚の深化を促す指導の在り方 

 宿泊研修（１学年）、学校祭（全学年）、強歩遠足（全学年）、見学旅行（２

学年）、冬季球技大会（全学年）等を通して、望ましい人間関係を構築する

態度や方法を身に付けさせる。 

○ 総合的な学習の時間等を通して、自己の人生や将来の職業について正しく

考察し、意欲を持って自らの人生を切り開く能力や態度を養う指導の在り方 

進路のための視察研修（３学年）、インターンシップ（２学年）、プロフェッ

ショナル講演会（全学年）、大学・企業見学（１学年）等を通して、自己の

将来を正しく考察するとともに、他者と協力し、共に学び合う姿勢を育む。 

 

３．特色ある実践事例の内容 

◆人権教育に関わる教科指導の在り方に係る研究授業 

（取組のねらい、目的） 

 人間の在り方生き方についての自覚を深めさせるための研究授業を全教科で行

い、指導方法等について検証するとともに、それぞれの教科の特質に応じた指導

方法等についてホームページ等に公表することで、研究成果の普及を図る。 

 

（取組を始めたきっかけ） 

  本校ではキャリア教育を推進し、生徒一人一人の勤労観・職業感を涵養すると

ともに、地域社会に信頼される人材の育成を目指しているが、近年、生徒の問題

行動の状況や意識調査等により、規範意識や倫理観が身に付いていない、コミュ

ニケーション能力の不足により人間関係が構築できないという生徒が増加傾向に

あった。こうしたことから、個人としての在り方生き方、自他の人格を尊重する

心の豊かさの育成を目指すとともに、学校教育目標の一つである｢豊かな心を育

み、自制心を養い、他人の気持ちや立場を理解し、個人の尊厳を重んじさせる。｣

を学校教育活動全体を通して達成するために実践することとした。 

 

（取組の内容） 

（１）公民科「現代社会」：『現代社会に生きる私たちの課題』の「科学技術の発達

と生命」（３年Ｂ組２６名） 

ドナー患者のために、クローン人間を製造してしまう映画「ＧＡＴＡＣＡ」の

視聴（６分間）等を用いて、遺伝子工学の社会に与える影響やクローン技術等の

生命工学の発達と医療への応用に対する生命倫理に基づく議論の必要性について

生徒に考えさせる授業を行った。 

（２）地理歴史科「地理Ａ」：『人々を取り巻く環境』の「多様な民族からなる世



「現代文」研究授業の様子 

 

界」（１年Ａ組２４名） 

映画「ホテル・ルワンダ」の視聴（約１０分）等を用いて、民族・人種の定義、

民族と国家との関係、民族紛争等についての理解を深めさせ、民族問題の解決に

は、少数民族文化の尊重や異文化理解が必要であることなどを生徒に気付かせる

授業を行った。 

（３）情報科「情報Ａ」『情報を生かそう』の「作者の権利を守るために」 

（１年Ａ組２４名） 

著作権制度の目的を理解し、身の回りにあ

る著作権についての関心を高め、著作権の利

用について適切な判断力を養うとともに、社

会の発展に寄与する活用法や著作権について

他者に適切な助言ができる実践的な態度を育

む授業を行った。 

Ｗｅｂの青空文庫や、学校祭で使用する

キャラクターを例に上げ、生徒に著作権侵害

に当たるかどうかを考えさせたり、都立拝島

高校が宮城県の高校に巨大絵（ゴッホ）を送ったことや平原綾香のJupiterがホ

ルストの「惑星」を基にしていることを紹介するなどして、著作物の適切な利用

について考えさせた。 

（４）英語科「英語Ⅱ」“Let’s write an English poem!” 

（３年習熟度別スタンダードクラス１８人） 

 「人権」を単なる知識として理解するのではなく、人権意識の深化を図ること

を目的として、①英語詩を創作する、②できた作品をグループ内で発表する、③

発表を聞いた生徒が発表者に詩の感想を述べる、という活動の中に、創作した作

品から、相手の考えや発想のよさに気付いたり、認め励まし合うためのグループ

活動を取り入れた。 

 

（５）国語科「現代文」『山月記』 

 （２年Ａ組２５名） 

文学的な文章について人物・情景・心情を

的確にとらえ表現を味わわせる中で、「相手の

話を聞く」などの人間性を大切にする態度が

人権尊重の精神に通じることを生徒に気付か

せる授業を行った。 

 

（取組の主体や実施体制） 

校内の特設委員会として設置した人権教育運営委員会を中心として、全教職員

で研究を進める体制を取っている。また、主に地域の教育関係者で構成する人権

教育地域運営協議会を発足させ、地域社会との連携を深め、適切な時期に指導助

「情報Ａ」研究授業の様子 

 



言をいただくなどの評価を行っている。 

 

（取組を実現するにあたって課題、それに対して講じた工夫） 

本校は小規模校であり、担当教員は各教科に１～２名程度であるので、本校だ

けで教科の特質に応じた指導方法の研究を進めるのは困難である。したがって、

地域の教育関係者との連携や、教育委員会から助言者を招く等の工夫を行った。 

 

◆学校行事やホームルーム活動等を通して、望ましい人間関係の形成及び人間と

しての在り方生き方についての自覚の深化を促す指導の在り方 

（取組のねらい、目的） 

 生徒に、学校外の講師による人権講話などを行い、人権についての正しい知識

を身に付けさせるとともに、望ましい人間関係を形成するための態度等を育む。 

 

（取組を始めたきっかけ） 

 本校のさまざまな学校行事やホームルーム活動等について、人権という視点か

ら取組を見直すことで、より効果的な特別活動の指導内容の工夫・改善を図るこ

とができると考えた。また、新たな行事として、外部講師による「人権講話」を

実施することで、広い視野に立った人権感覚を生徒に身に付けさせることができ

ると考えた。 

 

（取組の内容・・・特色ある行事としての「人権講話」） 

（１）平成２３年度「第１回人権講話」・・・１～３年生徒１４６名 

講師は釧路地方法務局帯広支局より２名、大樹町在住人権擁護委員３名。 

法務局職員からは、ＤＶやハンセン病患者に対する偏見など、さまざまな人権問題

についての説明を、人権擁護委員からは、人権侵害による被害者への救済活動など人

権擁護委員の役割や活動内容、幼児虐待などの人権侵害事件における被害者救済につ

いての説明を聞き、「将来、もし人権被害にあった場合には、法務局や人権擁護委員ま

で気軽に相談を」とのアドバイスを受けた。 

（２）平成２３年度「第２回人権講話」・・・１～２年生徒９５名 

 講師は、国際社会でボランティア活動を行っている公益財団法人所属の２名。 

講師から、インドやフィリピンで生活するストリートチルドレン、マザーテレサ

の施設「死を待つ人の家」の人々やスモーキーマウンテンのスカベンジャーの様子

などから、彼等がどのような環境の中で生活しているのかを知るとともに、彼等の

夢がささやかであたたかく、純粋であること、そこにボランティアとして行った多

くの日本人が強い衝撃を受け、その後の人生に大きな影響を与えられたことなど、

パワーポイント資料等を用いて分かりやすく説明してもらった。最後に講師から、

「人の痛みを自分の痛みと感じられる心の豊かな人に」とのメッセージをいただい

た。 

 

 



（３）平成２４年度「第３回人権講話」・・・１～３年生徒１４７名 

 講師は、広島被爆体験者で現在は広島平和記念資料館ボランティア・ガイド。 

自分のことを「スピリッツ・ドナー」すなわち「魂（スピリッツ）の伝承者（ド

ナー）」だと語る講師から、生徒に被爆体験者で存命の方が年々少なくなっている

中で、戦争を知らない若い世代にヒロシマのことを自分のこととして考えてもら

いたいとのメッセージをいただいた。 

 

（取組の主体や実施体制） 

研究授業と同じく、校内の人権教育運営委員会を中心に全教育職員で取り組ん

だ。今後は評価については、教職員による自己評価と地域運営協議会による外部

評価を実施し、今年度の取組の成果と課題を検証し、次年度に向けて各担当、分

掌において取組の見直しを図りながら、より効果的で実態に即した特別活動とな

るよう工夫・改善を図ることとしている。 

 

（取組を実現するにあたって課題、それに対して講じた工夫） 

講師の人選、費用、実施時期、講師との連絡調整、教科・科目の授業時間数と

行事の時数のバランス等、実施に当たって留意すべき点はあるが、このような特

別活動を活用した人権教育を実施することにより、生徒の人権感覚は確実に磨か

れていくため、今後一つひとつの行事のねらいを明確にして行うことが大切であ

る。 

 

４．実践事例の実績、実施による効果 

（取組の実績） 

 本校では、全教科で人権教育の研究授業を実施している。平成２３年度は地理

Ａ、現代社会、情報Ａの３科目、平成２４年度には現代文、英語Ⅱですでに研究

授業を実施しており、後期に保健体育科、家庭科の２科目も研究授業を予定して

いる。全教職員が人権教育についての研鑽を積み、授業改善の意識が高揚してい

る。 

 また、研究指定を受けた２年間で、生徒には、授業の中で他者の意見を聞く際

に頷きが見られるようになったり、少数の意見も尊重するといった態度や意識の

変化が見られるようになってきた。 

教科・科目の授業以外での取組としては、１学年の宿泊研修において、人間関

係づくりのトレーニングに多くの時間をかけ、互いを尊重し、他者を思いやる精

神の育成に努めており、１学年の段階から他者を認め合う雰囲気がクラスに形成

されており、さらには学年の境を超えて、生徒同士声を掛け合う様子が学校生活

の多くの場面で見られ、いじめの未然防止にもつながっている。 

学校行事も人権教育と関連付けて展開していることで、他者を思いやる意識が

高まっており、ボランティアに参加する生徒も年々増加している。 

 

 



（取組が効果を上げた実際の事例） 

◆人権教育に関わる教科指導の在り方に係る研究授業 

（１）公民科「現代社会」：「現代社会に生きる私たちの課題」の「科学技術の発達

と生命」 

  生徒は、臓器移植や代理出産等、技術の進歩と、それらからもたらされる生命

倫理の課題について国や国際的な協議の場での論議の必要性を理解した。 

（２）地理歴史科「地理Ａ」：『人々を取り巻く環境』の「多様な民族からなる世

界」 

生徒は、人間一人一人の命の重さについて再考するとともに、世界各地で起こ

っている民族紛争の解決に向け、自分たちにできることは、異文化への理解や少

数民族文化の尊重であることに気付くことができた。 

（３）情報科「情報Ａ」『情報を生かそう』の「作者の権利を守るために」 

  生徒は、著作権制度の目的や著作物の適切な利用について理解するとともに、

授業後に｢著作物から作者の思いを意識するようになった。｣という感想を持つな

ど、人への思いやりを育む態度が養われた。 

（４）英語科「英語Ⅱ」“Let’s write an English poem!” 

生徒の作品には、友達や家族への感謝を表現したものが多く、生徒は友達や家

族など身近な存在の「人権」を意識出来るようになった。また、ペアワークによ

るコーチングとカウンセリングにより、パートナーシップが涵養され、相互を尊

重しあう態度が養われた。 

（５）国語科「現代文」『山月記』 

授業後の生徒アンケートでは「信頼関係を築くことは難しいけれど、人の話を

きちんと聞き入れてあげることが第一歩だと思った。」等の意見が寄せられた。 

この授業をきっかけに、生徒の「聞く態度」が変化し始めた。例えば、ある生

徒が教科書を音読する際の読み間違いを、そのままにすることなく隣の席の生徒

が指摘してあげるという望ましい相互扶助の行為が見られるようになった。小説

教材は主人公と自分を比べながら自己を振り返ることが可能であり、人権教育の

最初の教材として大いに利用できることを再認識することができた。 

 

◆学校行事やホームルーム活動等を通して、望ましい人間関係の形成及び人間と

しての在り方生き方についての自覚の深化を促す指導の在り方 

（１）平成２３年度「第１回人権講話」 

生徒からは「最近は自分の権利ばかりを主張して･･･という言葉が『その通り』

すぎて、泣けてきました。」との感想が聞かれるなど、生徒は、現代社会の実情と

生徒の実生活を照らし合わせながら、地域のさまざまな機関が人権擁護に取り組

んでいることを理解するとともに、他者への関心を高めることで人権を守ること

ができることを学ぶことができた。 

（２）平成２３年度「第２回人権講話」 

生徒からは「世界中の人々が幸福に日常を暮らせるように、何かできたらと思

いました。」との感想が聞かれるなど、生徒は、インドやフィリピンで生活するス



トリートチルドレン、マザーテレサの施設「死を待つ人の家」の人々の現実を理解

するとともに、人権が守られていることの大切さや必要性などを学ぶことができ 

た。 

（３）平成２４年度「第１回人権講話」 

生徒からは「原子爆弾という人間が作り出した過ちはこれから生きていく上で

忘れてはならないことで、これを教訓とし、よりよい世界にしていかなければな

らないと思う。」との感想が聞かれるなど、生徒は、原爆の悲惨さと平和な世界の

実現の大切さについて学ぶことができた。 

 

５．実践事例についての評価 

（取組についての評価及びそう評価する理由） 

 今年度の研究がスタートするにあたり、全校生徒１４７名（H24.5.1 現在）を

対象にアンケートを実施した。使用したアンケートは、福岡県教育研究センター

が平成１６年度～平成１９年度にかけ研究開発した「人権意識アンケート」であ

る。 

 福岡県教育委員会が人権教育の指導目標としている６領域、生命尊重、自己認

識、協調協働、労働観、科学的認識、国際理解における「認識」と「行動意図」

を把握することができるものであり、主に小学校や中学校における集団の特徴を

把握し、教育活動の改善・充実に活かすことを目的としている。本校においては、

人権教育の成果（生徒の変容）を図る指標として用いている。 

 今年度の主たる取

組である研究授業（国

語科、英語科）と平成

２４年度第１回人権

講話実施前後の全校

生徒の人権意識の変

化を図１に示した。研

究授業・人権講話実施

前後を比較すると、

「生命尊重」、「自己認

識」、「国際理解」の項

目において、数値の変

化が大きく、意識の高

まりが見られている。

特に、「国際理解」の

変化が顕著であり、今

回の人権講話が、ヒロシマの被爆体験者の話であったことも大きく影響したと考

えられる。 

 それぞれの国の歴史や文化を理解し、平和な世界の実現に努めるべきだと考え

る生徒が多くなった結果と考えられる。 

 



また、本校では英語科の授業において全学年で習熟度別授業を実施しており、

週に１回ＡＬＴによる授業も実施している。人口 6 千人程度の小さな町にある

学校であり、町内で外国の人と会う機会はほとんどない。授業における外国語

への理解や、ＡＬＴと授業中や休み時間などでコミュニケーションを図れるこ

とも「国際理解」の意識が高まった一因と考えている。 

 

（保護者や住民からの反応） 

地域住民には、日頃から学校便り（年６回発行、大樹町には町の広報と合わせ

て全戸配布される）やホームページを通して、本校の教育活動について情報を発

信しており、特に昨年度と今年度に関しては、人権教育についての内容を多く取

り上げている。また、地域のＰＴＡ連合会、商工会、農協、漁協等の地域の会議

や会合の際には、本校の人権教育についての取組をＰＲするようにしている。そ

の結果、地域での本校の人権教育指定校としての認知度は高い。人権教育に関わ

る学校行事の多くは、保護者や地域住民、教育関係者に公開しており、町民が一

般参加者として人権講話などを聞きに来校することもあった。 

 

（現在、実施にあたって課題と感じていること） 

  教科・科目の授業を通した人権教育の推進については、現在、一定の成果が見

られるが、地域の教育関係者との連携を深め、より効果的な学習内容や指導方法

等について工夫・改善を図る必要がある。また、特別活動に関しては、生徒が自

然と人権感覚を身に付けることができるよう、主体的で活動的な学習を計画、実

践していく必要がある。 

 



【 人権教育の指導方法等に関する調査研究会議によるコメント 】 

北海道大樹高等学校 

人権教育の実践を通して、人間としての在り方・生き方の自覚を深めようとしている

事例である。人権教育が単なる予防教育ではなく、人間の在り方・生き方に迫る人間教

育であることを再認識させるうえで示唆に富んでいる。 

 また、日々の授業実践に重きを置く中で、人権教育の実践を各教科に広げるという視

点を明確にし，ホームルーム活動や特定の教科に限定せず、「現代社会」「地理」「情

報」「英語」「国語」など、多くの教科・科目にまで広げている点が重要である。この

ことは当然といえば当然のことであるが、研究指定を受けている・いないにかかわらず、

すべての学校が生かすべき視点であろう。 
 さらには、地域のＰＴＡ連合会・商工会・農協・漁協等、地域の様々な組織とつなが

りを持ち、地域に向けて発信を続けている点や、学校の取組を保護者・地域住民に公開

することで、人権講話に一般町民が足を運ぶまでになっている点などが特筆される。 

 

 


